
23消 安 第 710号

平成23年 4月 26日

社団法人緑の安全推進協会会長 殿

農林水産省消費・安全局農産安全管理課長

農薬取締法に基づく農薬の使用の禁止に関する規定の適用を受けない場合を定め

る省令の
二部を改正する省令について

このことについて、別紙のとおり「農薬取締法に基づく農薬の使用の禁止に関する規定

の適用を受けない場合を定める省令の一部を改正する省令」 (平成 23年農林水産省令・
環境省令第 1号)が平成 23年 4月 26日 付けで公布 されました。
つきましては、貴会会員及び関係者に対して広く周知いただきますようお願いします。

なお、別途、今般の改正に係る農薬使用の取扱いについて通知することとしているので、

併せて御了知願います。
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農薬取締法に基づく農薬の使用の禁上に関する規定の適用を受けない場合を定め

る省令の一部改正について

平 成  2 3 年 4 月
農 林 水 産 省

消費 目安全局農産安全管理課

I 現行制度の概要
農薬取締法 (昭和23年法律第82号。以下 「法」 とい う。)第 11条本文では、①容器
又は包装に法第 7条に定める表示 (登録番号、名称、使用可能な作物、使用方法等 )
のある農薬、②特定農薬以外の農薬の使用を禁止 している。
一方、法第11条ただし書においてはt試験研究の目的で使用する場合、法第 2条第
1項の登録を受けた者が製造 し若 しくは加工し、又は輸入 したその登録に係る農薬を
自己の使用に供する場合その他農林水産省令・環境省令で定める場合は、当該農薬を

例外的に使用することができることが規定されている。
このただし書に基づき、農薬取締法に基づく農薬の使用の禁止に関する規定の適用

を受けない場合を定める省令 (平成15年農林水産省令・環境省令第 1号。以下 「省令 ‐

」とい う。)が制定され、①試験研究の目的で使用する場合、②農薬の登録を受けた
者が製造 し若 しくは加工し、又は輸入 したその登録に係る農薬を自己の使用に供する

場合及び③植物防疫法 (昭和25年法律第 151号)に基づく緊急防除を行 うために農薬
を使用する場合には、法に基づ く農薬の使用の禁止に関する規定の適用を受けないこ

ととされている。

E 改正の趣旨
(1)今般、未承認遺伝子組換えパパイヤの遺伝子配列を持つ種子が沖縄県で発見され
たところである。

当該パパイヤは、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律 (平成15年法律第97号。以下 「カルタヘナ法」 とい う。)第 4条第 1
項の承認を受けたものではないため、生物多様性に関して悪影響を及ぼす危険性を

払拭できない。

(2)こ のため、これらについては、生物多様性に関する悪影響を防止するため、当該
パパイヤを枯死させることや、抜根する等カルタヘナ法第10条第 1項の必要な措置
‐
を執ることとしている。

(3)そ の際、当該パパイヤのみを迅速かつ効率的に淘汰するためには、農薬を用いる
ことが適当であるが、農薬の使用者は法第 2条第 1項の登録を受けた農薬 しか使用
できないこととなっているところであり、現在、登録されている農薬でパパイヤを

枯 らす 目的で使用できるものがない状況である。

これ らのことから、省令について所要の改正を行い、カルタヘナ法違反の事態を

解決するための農薬の使用について、法第11条本文の適用を除外することとする。

Ⅲ 改正の内容
省令の本則中、第 4号 として、 「四 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生
物の多様性の確保に関する法律 (平成十五年法律第九十七号)第十条第一項の必要な
措置を執るために農薬を使用する場合」を追加する。
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